TR X 0058：2003
オンライン出版技術の関連用語
解　説

1. 公表の趣旨　IT（情報技術）の進展にともない，従来の紙による出版形態からCD-ROMによるパッケージ系媒体の利用，さらに今日ではインタネットに代表される通信・放送系を利用した出版形態へと，多様な媒体による出版が展開されてきている。またオンデマンド出版に代表されるように，本の流通形態も大きな変革の時代を迎えている。

これらの，近年の急速な出版形態の変化・進展により，関連する用語が従来媒体の延長線上において異なる意味で使用されるなど，用語定義の不統一を来たしており，混乱を生じている。

この影響は，印刷業界にも深刻な問題を投げかけ，新しい環境下での用語標準を求める声が強くなってきた。こうした状況に呼応して印刷用語の標準化についての整理も進み，1995年にJIS Z 8123 印刷用語―基本用語[1]，2000年にJIS Z 8124 印刷用語―取引関連[2]が，それぞれ制定されたのに続き，JIS Z 8125 印刷用語―デジタル印刷[3]の検討が進められている。

JIS Z 8125では，オンライン出版については対象とされていない。それは，オンライン出版がまだ発展途上にあり，JIS化は時期尚早と考えられたからである。しかし，このような状況はこのまま放置しておくことによってさらに混乱を深め，出版・印刷におけるさまざまな処理の効率を低下させることが懸念されるため，何らかの指針を早急につくるべきであるとの要求が高まった。

そこで，こうした要求に応えJIS Z 8125を補完すべく，オンライン出版技術関連の用語を体系化する計画が，日本規格協会 情報技術標準化センター（INSTAC）の電子出版技術調査研究委員会において取り上げられ，検討を重ねてきた。

この標準情報（TR）の公表は，これらの要求に応えることを目的とする。

2. 公表までの経緯　以上の要求に応えるため，日本規格協会 情報技術標準化センター（INSTAC）の電子出版技術調査研究委員会において，作業グループWG4における2002年度の課題として取り上げ，JIS Z 8125の規格原案を作成していた日本印刷産業連合会とも相互にリエゾンを取り合いながら関連用語の抽出と再定義を行い，日本規格協会の公開レビューをはじめ関連団体等のレビューを経た上で，オンライン出版技術関連用語の標準情報（TR）の原案としてまとめ，それを2003年3月に経済産業省に提出した。

3. 審議中に問題となった事項　この標準情報（TR）のスコープとしては，既存の紙媒体による出版を除き，オンラインによる出版形態を中心に，関係する用語を抽出・再定義することとした。なお，次の用語は対象外とした。

・ゲーム関係用語

・基本的なコンピュータ関連用語，ネットワーク用語，ハードウェア用語

・一般的標準技術に関する用語

・既存の標準情報（TR X 0002 [4], TR X 0003 [5] TR X 0034 [6]など）にて定義されている用語

・特定分野での専門用語

しかし，どこまでを一般用語とし，またどこまでを特定分野の専門用語とするかの線引きには多くの議論を要した。こうして，数100点に及ぶ用語を抽出し，詳細の検討を加えた。浸透度が低く，定義を固定することがかえって混乱を助長すると判断した用語等を除外しながら絞込みを行い，基本的な用語に限定しながらまとめた。さらに検討過程において，分類についてもさまざまな角度から分析を行った。

こうした中でもっとも問題になったのは，いわゆる“カタカナ語”表記の問題であった。たとえば，パレンタル／ペアレンタル，ヌーテラ／グヌーテラなど，本来は間違いとも言える表記もかなり広範に使われている実態が明らかになり，その存在を無視できないのではないか，という意見がいくつか出たことである。

これらは優先度等の点から収載しないことになったが，表記のユレということでは，デジタル／ディジタルの問題が大きかった。学術用語集でも“ディジタル”とされ，JIS規格においても“ディジタル”が採用されている例が多い。しかし一方，出版・印刷業界では圧倒的に“デジタル”という表記が採用され，この傾向は新聞・放送業界でも同様である。そこでこの標準情報（TR）においては，業界の慣例を尊重し，“デジタル”という表記を採用した。
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5. 原案作成委員会の構成　この標準情報(TR)原案を作成した(財)日本規格協会 情報技術標準化研究センター(INSTAC)の 電子出版技術調査研究委員会及び作業グループWG4の委員構成を, それぞれ解説表1及び解説表2に示す。
解説表1 電子出版技術調査研究委員会
	
	氏名
	所属

	(委員長)
	池田　克夫
	大阪工業大学

	(幹事)
	小町　祐史
	パナソニックコミュニケーションズ株式会社 

	(幹事)
	大久保　彰徳
	株式会社リコー 

	(幹事)
	長村　玄
	ネクストソリューション株式会社

	(幹事)
	高沢　通
	大日本スクリーン製造株式会社 

	(幹事)
	礪波　道夫
	日本新聞協会(読売新聞社) 

	(委員)
	内山　光一
	株式会社東芝 

	
	小笠原　治
	社団法人日本印刷技術協会 

	
	木戸　達雄
	経済産業省産業技術環境局

	(オブザーバ)
	高橋　昌行
	経済産業省産業技術環境局

	(オブザーバ)
	三瀬　元康
	日本新聞協会 

	(事務局)
	内藤　昌幸
	財団法人日本規格協会 


解説表2 作業グループ WG4
	
	氏名
	所属

	(主査)
	長村　玄
	ネクストソリューション株式会社

	(幹事)
	佐藤　弘一
	日本電気株式会社

	(委員)
	小野沢　賢三
	社団法人日本印刷技術協会

	
	植村　八潮
	東京電機大学出版局

	
	加藤　寿郎
	凸版印刷株式会社

	
	小町　祐史
	パナソニックコミュニケーションズ株式会社

	
	高橋　仁一
	大日本印刷株式会社

	
	竹内　時男
	社団法人日本印刷産業機械工業会

	
	中村　幹
	株式会社印刷学会出版部

	(オブザーバ)
	高橋　昌行
	経済産業省産業技術環境局

	(事務局)
	内藤　昌幸
	財団法人日本規格協会
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